
国際特許戦略について■ライセンス管理法人設立という戦略

独自の技術を海外に売り込もうとした場合、やはり特許を取得しておくことがベターです。技

術力の客観的な裏づけとして特許があるわけですから、そのバーゲニングパワー(取引におけ

る交渉力)は大きいものがあります。ここでアメリカ法人を設立する意味がでてくるのです。

1. まず、バーチャルカンパニーとしてアメリカ法人を設立する。 

2. 次に、売込みを図ろうというアイデアや技術でパテント（特許）を取得し、

　 さらにこのパテントをアメリカ法人が保有する。

いわゆる「ライセンス管理法人」として、アメリカ法人を活用するわけです。

日本から持っていって売るよりも、アメリカ法人がアメリカ市場で売り込む方が簡単なのです。

その上、アメリカでは特許の審査期間が短いので、この点においてもアメリカ法人を設立する意味があり

ます。だいたい申請から半年から1年ぐらいで成立しています。しかも、別途特別料金を払い込めば、3ヶ

月ぐらいで「特急」審査をしてもらえるようなケースもあるそうです。

日本でも申請から成立までの期間が短くなったといわれますが、それでもだいたい2～3年はかかってし

まいます。激烈な争いを繰り広げるには、これではロスが大きすぎます。

そこで、アメリカで短期間のうちに特許を取得しておけば、アメリカ国内で特許ビジネスを展開すること

ができ、日本でのビジネス展開にも有効です。何故ならば、日本ではペンディング（特許申請中）となっ

ているが、アメリカではすでに取得済みということを、バーゲニングパワーとして活用していくことが出

来るからです。

そこで当社はパテント（特許や知的所有権）を所有され

ている法人、個人の皆様を対象としたアメリカ・デラウ

ェア州法人の設立と国際パテント戦略の活用をご提案さ

せて頂きます。保守的な日本で資金調達や商品化が難し

いパテントをアメリカで出願登録または名義書換をして

アメリカの市場で売りこむ方法もあります。また、日本

で研究開発をした商品をコストの安い中国で生産し、ラ

イセンスの管理はアメリカ・デラウェア州でライセンス

管理会社を設立して世界に睨みを利かせるという国境を

越えたパテント戦略も可能です。

１）研究開発（R&D）

２）米国デラウェア法人の設立（100%子会社）

３）国際特許出願（権利者名義はデラウェア法人）

４）特許流通市場などへの登録

５）アメリカの特許弁護士と契約

６）特許訴訟、特許裁判、ライセンス契約、M&A　

　など様々な国際戦略に対応

詳しくは当社著「１ドルからはじめるｅコマース」

（オーエス出版社）もご参照下さい。
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